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	（１）本公開買付けを実施する背景、本公開買付けの目的・概要
	当社は、スリープロ株式会社、株式会社ＪＰＳＳ等11社の完全子会社（以下、当社とあわせて「当社グループ」といいます。）を傘
	一方、対象者は、企業が本業に専念するために、顧客企業の情報システム部門が担当しているような小型コンピュータ（ＰＣ／ＰＣサ
	ＩＴ業界を取り巻くビジネス環境は、技術革新や設備投資が一定の水準に達したことにより安定成長期に入ったと認識しています。今
	このような事業環境の中で、平成20年７月頃より、当社と対象者は、両社の強みを活かし、事業基盤の拡大強化を図るべく、両社の
	当社グループの既存の業務においては、個人顧客であるエンドユーザーを見据えたＩＴサポートサービス（ＢｔｏＢｔｏＣサービス及
	当社及び対象者は、経営哲学、事業戦略はもとより、企業としての社会的責任に対する理念、そして社風・企業文化においても強く共
	以上の理由により、当社は、対象者発行済普通株式の全て（本公開買付けにおける買付け等の期間末日までに新株予約権の行使により
	なお、対象者は、本公開買付けにおける買付価格の妥当性について検証するため、当社とは別に、当社及び対象者から独立した第三者
	当社は、本公開買付け後及び対象者の完全子会社化後、①対象者の有する事業ノウハウを活用し、当社グループのワンストップサービ
	なお、対象者の代表取締役である松村明氏については、本公開買付け及び対象者の完全子会社化後においても、引き続き対象者の代表
	当社は、平成20年10月27日、対象者の代表取締役である松村明氏との間で、同氏が所有する対象者の株式（8,233株、株式
	また、当社は、平成20年10月28日、対象者及び対象者の代表取締役である松村明氏との間で、本合意書を締結しております。
	対象者は、平成20年10月28日開催の取締役会において、本公開買付けに賛同の意見を表明する旨の決議をいたしました。
	上記（１）に記載のとおり、当社は、対象者を完全子会社化する方針であり、本公開買付け及びその後の一連の手続により対象者を完
	株式交換①は、当社を完全親会社、対象者を完全子会社とする株式交換を行い、その際、対象者の株主（当社を除きます。）に対して
	株式交換②は、当社を完全親会社、対象者を完全子会社とする株式交換を行い、その際、対象者の株主（当社を除きます。）に対して
	全部取得条項付種類株式による完全子会社化は、対象者の株主総会において、（ⅰ）対象者を会社法の規定する種類株式発行会社とす
	また、新株予約権に関しては、本公開買付けの結果、対象者の新株予約権の全てを取得できなかった場合、対象者において新株予約権
	なお、本公開買付けは、本完全子会社化の手続において開催される対象者の株主総会及び種類株主総会における対象者株主の賛同を勧
	当社は、平成21年１月頃までを目処に、上記３つの方法による完全子会社化のいずれを選択するか決定し、平成21年５月頃までを
	対象者の普通株式は、本書提出日現在、ヘラクレスに上場しておりますが、本公開買付けにおいて買付けを行う株券等の数に上限を設
	当社は、上記（１）に記載のとおり、当社が対象者を完全子会社化するという方法で当社と公開買付者の経営統合を実施し、当社と対
	当社は、対象者の株主の利益を保護するため、上記（４）記載の方法により、対象者の株主に対して上場廃止となる対象者普通株式に

